
原子力利用に関する基本的考え方（人材育成に関する部分抜粋） 

 

（３）研究開発活動や人材育成を支える基盤的施設・設備の強化 

試験研究炉や放射性物質を取り扱う研究施設等の基盤的施設・設備は、研究開

発や人材育成の基盤となる不可欠なものであるにもかかわらず、新規制基準への対

応や高経年化により大学及び研究開発機関等における利用可能な基盤的施設・設

備等は減少し、研究開発及び人材育成に影響が出ている。このように我が国におけ

る基盤的施設・設備の強化・充実が喫緊の課題となっていることから、国、日本原子

力研究開発機構及び大学は、長期的な見通しの下に求められる機能を踏まえて選

択と集中を進め、国として保持すべき研究機能を踏まえてニーズに対応した基盤的

施設・設備の構築・運営を図っていくべきである。そのためには、施設の規模に応じた

安全確保として、新規制基準に対応した上での研究炉等の再稼働や、高経年化した

施設の対応を進めるとともに、新規設置を含めた中長期的に必要な原子力の研究・

教育基盤に関する検討を早急に進めることが必要である。 

また、日本原子力研究開発機構等の研究開発機関が有する基盤的施設・設備は、

研究開発の進展に貢献するのみならず、それを通じた異分野も含めた多種多様な人

材の交流や連携、協働による、効果的かつ効率的な成果の創出への貢献も期待され

る。このため、産学官の幅広い供用の促進や、そのための利用サービス体制の構築

（関連人材や技術支援を含む）、共同研究等を充実させることが求められる。 

 

 

（４）人材の確保及び育成 

原子力利用を取り巻く環境変化や世代交代等の要因により、人材の枯渇や知識・

技術の継承への不安といった問題が生じている。例えば、大学における原子力関連

学科等の学生数の減少や、原子力発電所の施設運営に必要な機械・化学等の関連

分野の原子力関係事業者への採用数の減少、離職者の増加が顕著にみられる。し

かしながら、廃止措置等を含め原子力関係事業が存在する限り、原子力関連人材の

必要性が薄れることはないため、今後、原子力関連機関においては、国内外問わず

優秀な人材の確保に努める必要がある。 

そのためには、国、原子力関係事業者、研究開発機関及び大学が、原子力分野の

社会インフラ産業としての重要性や、科学技術のフロンティアとその応用の可能性や

魅力、原子力発電や放射線利用を始めとしてキャリアパスが多様であることを発信し

ていくことが有効である。 
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その一方で、大学における原子力分野の教育が希薄化しているため、原子力分野

の基幹科目を充実させるとともに、学んだ知識について基礎実習や実験等を通して

体系的に習得し実践的能力を身につけさせるなど、基礎力をしっかりと育てることも

重要である。 

加えて、就業後の人材育成の基本は、現場経験を含む業務を通じた人材育成であ

るとの認識の下、原子力関係事業者、研究開発機関及び大学では、各組織が達成

すべき目的や目標に応じて人材育成を行っていく必要がある。この際、管理職が果た

す役割とともに、周囲の知識や経験を有する人材や、研究開発インフラ等の環境も影

響を及ぼすことに留意する。これを補うものとして継続教育や研修の充実が必要であ

り、人材の流動性を踏まえて転職者も含め、組織的かつ体系的に行っていくことを期

待する。なお、多様なステークホルダーとの対話や取り巻く環境への対応に当たるよ

うな人材については、技術や規制面に加えて社会的側面も含めた総合的な能力の育

成も必要である。 

こうした取組に加えて、組織や専門分野の枠を超えた人材育成、知識・技術の継

承を図るため、異分野の多種多様な人材の交流・連携を行う必要がある。また、グロ

ーバル化が進行する中で、我が国の人材が国内外で活躍できるように、組織や研究

開発活動の国際化及び国際機関や海外の研究開発機関での業務経験を通じた人材

育成も有効である。 

また、人材育成に関する取組の重要性は、研究開発機関や原子力関係事業者に

限られたものでなく、安全規制や放射線防護に携わる規制側の人材の能力向上・維

持も重要である。 

 



幅広い技術と人材の厚みの維持

【プラント建設・保守とプラント安全性向上、トラブル対応、廃炉に必要な技術の関係】

プラント運転保守・
メンテナンストラブル対応

更なる改良に向けた
技術開発

不具合
情報

安全性等
の向上

【技術開発とのフィードバック】

出典：平成24年10月16日第45回原子力委員会定例会会議資料1－6を一部編集

 原子力を活用するには汎用技術に加え、原子力発電所の運転技術や設計技術など原子力固有の技術が必要。

 原子力発電所の安全な運用及び更なる安全性の向上に加えて、東京電力福島第一原子力発電所をはじめとし

た廃止措置等の課題への対応も必要であり、幅広い技術と人材の厚みの維持が不可欠。

※1 「原子力発電仁係る産業動向調査 2 0 1 0報告書」
社団法人日本原子力産業協会による

※ 2 一般社団法人日本原子力産業協会調べ
※ 3  電気事業連合会調べ （原子力発電所lこおける通常運転時

定期験査時の平均労働者数を全国の発電所で積算）
（一部、プラントメ カとの重複あり）

※ 4  ※ 1、2より算出
※5  廃止措置関係は除く

出典：平成28年第38回原子力委員会資料第3-1号 １



技術の継承・人材確保
 新規制基準への対応による建設業等の売上増加等があり、原子力関連売上高としては、震災後も全体的としては横ばい。

一方で、原子力発電所の長期停止に伴い、燃料加工や検査・保守等のコア技術に関する仕事・売上の減少等が見られる。
 原子力関連学科の大学教員総数の減少、若手教員の育成も課題となっている。

至近の工事会社の売上実績

出典：日本原子力産業協会「原子力発電に係る産業動向調査2016」

原子力関係支出高、売上高、受注残高

出典：平成28年第38回原子力委員会資料第3-1号

至近の燃焼成型加工
メーカの燃料加工量実績

発電所の運転停止に
伴う影響（複数回答）

原子力関連の年齢別
大学教員数推移

※学校教員統計の専門（専攻）分野一覧表における中分類「原子力理学関係」及び「原子力工学関係」の合計。
原子力理学関係：原子核理学、原子核宇宙線学及び原子物理学
原子力工学関係：原子核工学、原子力工学、原子工学、応用原子核工学、量子エネルギー工学、

エネルギー量子工学、原子力・エネルギー安全工学、共同原子力、
原子力システム安全工学、量子放射線系

出典：科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会
原子力科学技術委員会原子力人材育成作業部会（第1回）資料5

「学校教員統計」を基に文部科学省作成

 平成16年度に比べ、平成25年度に
教員総数が約100名減少。若手教員
の育成も課題。
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人材確保①
 学生数は大学院重点化により、原子力を冠する学科数が減ったため、平成６年度をピークに減少、近年は少し増加。

 原子力関係の会社説明会の学生来場者数は、原子力・エネルギー系は横ばいだが、それ以外は2010年度をピークに減少。
また、メーカーにおける採用数も減少。

 電力事業者の採用数は、2000年代前半と比べると増加しているものの、東日本大震災以降は減少傾向である。プラント全体
の安全運転や設計を担う機械・電気・化学系や高専卒の採用は減少したまま。加えて、原子力部門での離職者数が増加。

・アンケート対象11社：北海道、東北、東京、北陸、中部、関西、中国、
四国、九州、日本原電、電源開発

・原子力希望者数、原子力部門離職率ともに、11社のうち、回答の
あった社のデータを使用

・電気事業連合会まとめ

調査対象機関：北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州、日本原電、電源開発（計11社）
（注）2015年度は、6月時点の原子力部門配属数（配属予定数を含む）を計上。

調査対象機関：ＩＨＩ、東芝、日立ＧＥニュークリア・エナジー、富士電機、三菱重工業、三菱電機（計６社）
（注）2015年度は、6月時点の原子力部門への配属数（配属予定数を含む）を計上。

出典：平成28年第38回原子力委員会資料第3-1号

出典：文部科学省 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会 原子力科学技術委員会
原子力人材育成作業部会（第１回）資料6-2

※学校基本統計の学科系統分類表における中分類「原子力理学関係」及び「原子力工学関係」の合計。
原子力工学関係（大学）：原子（力）核工学、原子力工学、原子炉工学、原子工学、応用原子核工学、

システム量子工学、量子エネルギー工学、原子力技術応用工学、原子力安全工学
原子力理学関係（大学院）：原子核理学、原子核宇宙線学、原子物理学
原子力工学関係（大学院）：原子核工学…原子核理学、原子核宇宙線学、原子物理学、原子力工学、

原子工学、応用原子核工学、量子エネルギー工学、エネルギー量子工学、
原子力・エネルギー安全工学、共同原子力、原子力システム安全工学、量子放射線系

原産セミナー来場者数（学生の推移）

原子力希望者数、離職者数（2010年度比）
（電力会社へのアンケート調査結果）

メーカー（6社）の採用状況

電気事業者の採用状況

出典：平成28年第14回原子力委員会資料第1-1号「我が国における研究炉等の役割（中間報告書）について」
（日本原子力学会「原子力アゴラ」特別専門委員会研究炉等の役割検討・提言分科会）

※文部科学省「学校基本統計」を基に文部科学省作成

原子力関連学科等における学生数の推移
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人材確保②～原子力分野における歴代のノーベル賞受賞者～
 原子力エネルギー・放射線分野の研究によるノーベル賞受賞者は、物理学賞においては25％以上、自然科学（物理、化学、

生理・医学）の３賞においても15%程度を占めており、同分野の研究が科学技術の発展に与えた影響は非常に大きい。

 科学技術のフロンティアとその応用の可能性や魅力のみならず、社会インフラ産業としての重要性を発信するなど、優秀な
人材の確保に努める必要がある。

X線

W.C.レントゲン(1901)
X線の発見

M.T.F.ラウエ(1914)
X線の回折の発見

W.H.ブラッグ
W.L.ブラッグ(1915)

X線を用いた結晶構造の研究

P.J.W.デバイ(1936)
X線回折粉末法の考案

H.J.マラー(1946)
X線による人工突然変異の発見

J.D.ワトソン
F.H.C.クリック(1962)
M.H.F.ウィルキンス

DNAの分子構造の発見

D.M.C.ホジキン(1964)
生体物質分子構造の解明

A.M.コーマック
G.N.ハウンスフィールド(1979)

X線CTの開発

H.A.ハウプトマン
J.カール(1985)

結晶構造直接決定法の確立

電子・陽電子

C.T.R.ウィルソン(1927)
ウィルソン霧箱の発明

J.J.トムソン(1906)
電子の発見

L.W.ド・ブロイ(1929)
電子の波動性の発見

P.A.M.ディラック(1933)
陽電子・反粒子の予言

C.D.アンダーソン(1936)
陽電子の発見

C.J.デヴィソン
G.P.トムソン(1937)

電子の回折の発見

P.M.S.ブラケット(1948)
電子・陽電子対創生の発見

E.ルスカ(1986)
電子顕微鏡の開発

J.ダイゼンホーファー
R.フーバー
H.ミヒェル(1988) 光合成の機構解明

小柴昌俊(2002)

宇宙ニュートリノ検出

中性子

イオンビーム
アイソトープ

電磁波
ニュートリノ

J.チャドウィック(1935)
中性子の発見 E.O.ローレンス(1939)

サイクロトロンの発明

G.ド・ヘヴェシ(1933)
同位体トレーサー技術の確立

F.ブロッホ
E.M.パーセル(1952)

核磁気共鳴法の開発

P.A.チェレンコフ
I.M.フランク
I.E.タム(1958)

チェレンコフ放射の発見

W.F.リビー(1960)
放射性炭素による
年代決定法の確立

M.カルヴィン(1961)
放射性炭素による
光合成の研究

R.S.ヤロー(1977)
ラジオイムノアッセイ法の開発

C.G.シャル
B.N.ブロックハウス(1994)

中性子回折・散乱法の開発

P.C.ロータバー
P.マンスフィールド(2003)

磁気共鳴断層画像法(MRI)の開発

A.H.コンプトン(1927)
コンプトン効果の発見

梶田隆章(2015)

ニュートリノに質量

放射性物質

M.K.E.Lプランク
(1918)
熱輻射の研究
エネルギー量子の仮説

A.H.ベクレル(1903)
放射能の発見

Ｅ.ラザフォード (1908)
元素の崩壊及び放射性物質
の化学の関する研究

N.H.Dボーア (1922)
原子の構造と原子からの
放射に関する研究

W.K.ハイゼンベルク
(1932)

量子力学の創始

F.ソディ（1921）

放射性物質の研究
同位体の起源と性質の研究

湯川秀樹(1949)

新しい形式の原子理論の発見

I.ジョリオ・キュリー
J.F.ジョリオ・キュリー(1935)
新種の放射性同位元素の作出

P.キュリー
M.キュリー(1903)

放射能の研究

理論物理
E.シュレディンガー
(1933)

核力の理論研究に基づく
中間子の存在の予言

出典：平成29年第4回原子力委員会資料第1号「量子ビーム科学・放射線利用の過去・現在・未来」（一般財団法人 放射線利用振興協会 理事長 岡田 漱平氏）、ATOMICA -原子力・放射線にかかわるノーベル賞受賞者 (16-03-03-13) 4

南部陽一郎
益川敏英
小林誠(2008)

CP対称性の破れ



研究炉等を用いた人材育成
 人材育成において研究炉等は、以下の２点の役割を担っている。

①カリキュラムに沿って進める教育、実習、研修による育成 、②研究開発を通じた研究者・技術者の育成
全運転時間のうち、この２点が占める割合は、大学（※）の研究炉等では90％程度、JAEA （※）においても30～40％。

 東日本大震災以前は、毎年1,400～1,700名（実人数（※））を育成（研究炉等の稼働の有無を問わない）。しかし、 震災以降、
研究炉等は停止し、現在、原子炉運転シミュレータ等を用いた実習等となり、動いている実機に触れて行うものではなく、実践
的な能力育成に影響も。
※日本原子力学会の調査に基づくデータで、その調査対象施設は、研究炉6基（JRR-3、NSRR、JMTR及び常陽（JAEA）、KUR（京都大学）、UTR-KINKI(近畿大学)）、臨界実験装置4基（STACY

及びFCA（JAEA）、KUCA（京都大学）、NCA（東芝））。

研究炉等を使って育成した人材数の推移研究炉の運転時間に占める教育の割合

【JAEA JRR-3】：人材育成に係る運転が40%以上
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【京大炉】：人材育成に係る運転が約90％

※人材育成に係る運転時間（①教育・実習等及び②研究
開発を通して行う人材育成）/全運転時間（％）

※教育・実習等及び研究開発を通して育成した人員数（人）
（調査対象施設)

・研究炉6基：JRR-3、NSRR、JMTR及び常陽（JAEA）、KUR（京都大学）、UTR-KINKI(近畿大学)
・臨界実験装置4基： STACY及びFCA（JAEA）、KUCA（京都大学）、NCA（東芝）

出典：平成28年第14回原子力委員会資料第1-1号「我が国における研究炉等の役割（中間報告書）について」（日本原子力学会「原子力アゴラ」特別専門委員会研究炉等の役割検討・提言分科会） 5
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